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第１章 総則 
 

第１条（約款の適用） 

 当社は、イーサネットサービス契約約款（料金表を含みます。以下「約款」といいます。）を定め、これに

より、イーサネットサービスを提供します。 

 

第２条（約款の変更） 

 当社は、この約款のすべて又は一部を変更することがあります。この場合のイーサネットサービスの内

容及び料金等の提供条件は、変更後の約款の内容に従うものとします。 

２．この約款の変更は、当社が定めた日（以下「効力発生日」といいます。）に効力を生じるものとします。 

３．当社は、この約款の変更を行う際は、当該変更により影響を受ける契約者に対し、その内容につい

て別途当社が定める方法で効力発生日の 3 か月前までに、周知します。ただし、この周知が到達及び

認知しない場合であっても、変更後の約款が適用されるものとします。 

４．契約者は、前項の約款による変更を承諾しない場合、効力発生日までの間に、当社に対し、書面に

より異議を通知するものとします。当該効力発生日までの間に当該書面が当社に到達した場合は、当

該書面により異議を通知した契約者と当社との間で締結されたイーサネットサービスに係る利用契約は、

次に掲げる場合を除き、当該効力発生日をもって終了するものとします。 

（１）前項の規定による変更が、当該異論の通知による解除が約款変更を理由としているものと合理的に

認められない濫用的なものである場合 

 

第３条（分離可能性） 

 この約款のいずれかの条項が何らかの理由により無効又は執行不能とされた場合であっても、この約

款の他の条項が無効又は執行不能となるものではなく、また、かかる場合には、当該条項は、有効かつ

執行可能となるために必要な限度において、限定的に解釈されるものとします。 

 

第４条（用語の定義） 

 この約款において、次の用語はそれぞれ次の意味で使用します。 

用語 用語の意味 

１ 電気通信設備 電気通信を行うための機械、器具、線路その他の電気的設備 

２ 電気通信サービス 電気通信設備を使用して他人の通信を媒介すること、その他電気通信設

備を他人の通信の用に供すること 

３ 電気通信回線設備 送信の場所と受信の場所との間を接続する伝送路設備及びこれと一体とし

て設置される交換設備並びにこれらの附属設備 

４ 電気通信回線 電気通信事業者（電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号。以下「事

業法」といいます。）第９条の登録を受けた者及び事業法第 1６条１

項の届出をした者をいいます。以下同じとします。）が電気通信サー

ビスの提供をするために使用する電気通信回線設備 

５ イーサネット収容網 主としてデータ通信の用に供することを目的としてイーサネットフレームによ

り符号の伝送交換を行うための電気通信設備 

６ イーサネットサービス イーサネット収容網を使用して行う電気通信サービス 

７ イーサネットサービス取扱所 1.イーサネットサービスに関する業務を行う当社の事業所 

2.当社の委託によりイーサネットサービスに関する契約事務を行う者

の事業所 

８ イーサネット収容所 契約者回線を収容している事業所 

９ 契約 当社からイーサネットサービスの提供を受けるための契約 

１０ 契約者 契約を締結している者 

１１ 利用者 イーサネットサービスを利用する者 

１２ 申込 契約の申込 

１３ 相互接続点 当社と他の電気通信事業者との間の相互接続協定に基づく相互接続に係

る電気通信設備の接続点 
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１４ 相互接続事業者 当社と相互接続協定を締結している電気通信事業者 

１５ 特定相互接続事業者 ＤＳＬ回線を提供する相互接続事業者 

１６ 接続回線 相互接続点にその一端が終端する契約者回線 

１７ 他社接続回線 相互接続点において接続回線と相互に接続する電気通信回線であって、

当社以外の電気通信事業者が設置するもの 

１８ 契約者回線 契約に基づいて設置される電気通信回線 

１９ 契約者回線等 契約者回線及び当社が設置する電気通信設備 

２０ 加入者回線 イーサネットサービス契約に基づいて当社が設置する電気通信回線設備

の一部であって、そのイーサネットサービス契約者の指定する場所とイーサ

ネットサービス収容所との間に設置するもの 

２１ 中継回線 イーサネットサービス契約に基づいて当社が設置する電気通信回線設備

のうちイーサネット収容所相互間の電気通信回線 

２２ 端末設備 契約者回線の終端（相互接続点におけるものを除きます。）において、又は

契約者回線の終端に接続される電気通信設備（相互接続事業者が設置す

るものを含みます。）を介して接続される電気通信設備であって、一の部分

の設置の場所が他の部分の設置の場所と同一の構内（これに準ずる区域

内を含みます。）又は同一の建物内であるもの 

２３ 自営端末設備 契約者が設置する端末設備 

２４ 自営電気通信設備 当社以外の者が設置する電気通信設備であって、端末設備以外のもの 

２５ 技術基準 端末設備等規則（昭和６０年郵政省令第３１号）で定める技術基準及びイー

サネット網に接続される端末の技術的条件 

２６ 消費税相当額 消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び同法に関する法令の規定にもと

づき課税される消費税の額並びに地方税法（昭和２５年法律第２２６号）及

び同法に関する法令の規定に基づき課税される地方消費税の額 

２７ ＤＳＬ方式 特定相互接続事業者の電話回線において、変復調装置を用いて高速の

符号伝送を可能とする通信の伝送方式。 

２８ ＤＳＬ回線 ＤＳＬ方式を使用する電気通信回線 

２９ SIM 当社が契約者情報を記憶した IC カードを貸与することで、当社が定めるデ

ータ通信機能を利用できるサービス 

 

 

第２章  イーサネットサービスの契約 
 

第５条（イーサネットサービスの種別・品目等） 

 契約には、料金表に規定する種別・品目及び保守の態様による細目があります。 

 

第６条（契約の単位） 

 当社は、一の契約者回線ごとに一の契約を締結します。この場合、契約者は一の契約につき１人又は

1 法人に限ります。 
 

第７条（最低利用期間） 

 イーサネットサービスには、別表１に定める最低利用期間があります。 

２．契約者は、前項の最低利用期間内に契約の解除があった場合は、当社が定める期日までに、料金

表の定めにより解除料を支払っていただきます。ただし、第１７条（当社が行う契約の解除）第１項第２号

及び第３号においてはこの限りではありません。 

３．契約者は、第１項の最低利用期間内に利用休止又は契約の解除があった場合は、当社が定める期

日までに、残余の期間に対応する料金に相当する額を当社が別に定める方法により支払っていただき

ます。 

４．契約者は、第１項の最低利用期間内に契約者回線の品目の変更があった場合は、当社が定める期

日までに、料金表に規定する額を支払っていただきます。 
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５．契約者は、イーサネットサービスの開始前に契約の解除があった場合は、当社が定める期日までに、

最低利用期間に対応する料金に相当する額を当社が別に定める方法により支払っていただきます。 

 

第８条（契約者回線の終端） 

 当社は、契約者が指定した敷地内の建物又は工作物において、堅固に施設できる地点に配線盤又

は端末設備を設置し、これを契約者回線の終端とします。 

２．当社は、前項で規定する契約者回線の終端の地点を定める時は、契約者と協議します。 

 

第９条（契約申込の方法） 

 申込をするときは、次に掲げる事項について記載した当社所定の契約申込書を、契約事務を行うイー

サネットサービス取扱所に提出しなければなりません。 

（１）氏名、住所及び連絡先 

（２）イーサネットサービスの種別・品目等 

（３）利用する回線の回線数 
（４）契約者回線の終端とする場所 

（５）その他申込の内容を特定するための事項 

 

第１０条（契約申込の承諾等） 

当社は、契約申込があったときは、受け付けた順序に従って審査の上、承諾が適当であると判断した

ときは、承諾します。ただし、当社は、当社の業務の遂行上支障があるときは、その順序を変更す

ることがあります。この場合、当社は、申込を行った者に対してその理由とともに通知します。 

２．当社は、前項の規定にかかわらず、イーサネットサービスを取り扱う上で支障が生じるとき

は、その承諾を延期することがあります。 

３．当社は、第１項の規定にかかわらず、次の場合には、その申込を承諾しないことがあります。 

（１）申込のあった契約者回線を設置し、又は保守することが技術上著しく困難なとき。 

（２）申込者がイーサネットサービスの料金又は工事に関する費用の支払を過去又は現在において怠り、

又は将来において怠るおそれがあるとき。 

（３）その他当社の業務の遂行上著しい支障があるとき。 

 

第１１条（イーサネットサービスの種別・品目の変更） 

 契約者は、イーサネットサービスの種別・品目の変更の請求をすることができます。 

２．当社は、前項の請求があったときは、第９条（契約申込の方法）及び第１０条（契約申込の承諾等）の

規定に準じて取り扱います。 

 

第１２条（契約者回線等の移転） 

 契約者は、契約者の負担により、同一の構内又は同一の建物内における、契約者回線の移転を請求

できます。 

２．契約者回線の移転が前項に定める場所以外であった場合は、契約内容の変更又は制限がある場

合があります。 

３．当社は、第１項の請求があったときは、第１０条（契約申込の承諾等）の規定に準じて取り扱います。 

４．第１項の変更に必要な工事は、当社又は当社が指定した者が行います。 

５．契約者は、最低利用期間内に契約者回線の移転があった場合は、当社が定める期日までに、

残余の期間に対応する料金に相当する額を一括して支払っていただきます。 

６．当社は契約者回線の移転があった場合は、移転完了より再度、最低利用期間を定めます。 

 

第１３条（契約者回線の利用の一時中断） 

 当社は、契約者から請求があったときは、契約者回線の利用の一時中断（その契約者回線を他に転

用することなく一時的に利用できないようにすることをいいます。以下同じとします。）を行います。 

２．前項の期間は最長１年とします。この期間を経過しても、契約者が新たに一時中断の請求や

再開の請求を行わない場合には、当社は、その契約を何らの催告も要せず、解除する場合があり

ます。 
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第１４条（契約者の地位の承継） 

 相続又は法人の合併等の組織再編により契約者の地位の承継があったときは、相続人又は組織再編

後存続する法人若しくは組織再編により新たに設立された法人は、これを証明する書類を添えて、すみ

やかにイーサネットサービス取扱所に届け出なければなりません。 

２．相続により契約者の地位の承継があった場合において、相続人が２人以上ある時は、そのうち１人を

当社に対する代表者と定め、これを届け出ていただきます。これを変更したときも同様とします。 

３．当社は、前項の規定による代表者の届出があるまでの間、その地位を承継した者のうち１人を代表

者として取り扱います。 

 

第１５条（譲渡の禁止） 

 契約者が契約に基づいてイーサネットサービスを受ける権利及び契約上の地位は、当社の事前の書

面による承諾なしに譲渡することができません。 

 

第１６条（契約者が行う契約の解除） 

 契約者が、契約を解除しようとするときは、契約者は解除しようとする日の３０日前までにイーサネットサ

ービス取扱所に当社所定の方法により通知しなければなりません。 

２．前項による契約解除の場合、当社は、当社に帰属する電気通信設備の資産等を撤去いたします。

ただし、撤去に伴い、契約者が所有又は占有する土地、建物その他の工作物等の復旧を要する場合、

契約者にその復旧に係る復旧費用を負担しなければなりません。 

 

第１７条（当社が行う契約の解除） 

 当社は、次の場合には、契約者に対する何らの催告なく、その契約を解除することがあります。 

（１）第２８条（イーサネットサービスの利用停止）の規定によりイーサネットサービスの利用停止をされた

契約者が、利用停止を受けてもなおその事実を解消しないとき。 

（２）相互接続協定の解除、相互接続協定に係る電気通信事業者の電気通信事業の休止又は契約者

回線に係る相互接続点の所在場所の変更若しくは廃止により、契約者が契約者回線を利用することが

できなくなった場合。 

（３）当社又は契約者の責に帰すべからざる事由により当社の電気通信設備の変更を余儀なくされ、か

つ、代替構築が困難でイーサネットサービスの継続ができないとき。 

（４）約款に定める債務の全部又は一部の履行が不能である場合。 

（５）契約者が約款に定める債務の全部又は一部の履行を拒絶する旨の意思を表示した場合。 

２．第２８条（イーサネットサービスの利用停止）の規定のいずれかに該当する場合に、その事実が当社

の業務の遂行に特に著しい支障を及ぼすと認められる相当の理由があるときは、前項の規定にかかわ

らず、イーサネットサービスの利用停止をしないでその契約を解除することがあります。 

３．当社は、前項の規定により、その契約を解除しようとするときは、契約者にそのことを通知することをも

って行うものとします。 

４．当社は､第１項の規定により､その契約を解除しようとするときは、当社に帰属する電気通信設備の資

産等を撤去いたします。ただし、撤去に伴い、契約者が所有又は占有する土地､建物その他の工作物

等の復旧を要する場合、契約者にその復旧に係る復旧費用を負担しなければなりません。 

 

 

 

第３章 付加機能 
 

第１８条（付加機能の提供等） 

 当社は、契約者から請求があったときは、料金表の規定により付加機能を提供します。 

 

 

第４章  端末設備の提供等 
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第１９条（端末設備の提供） 

 当社は、契約者から請求があったときは、その契約者回線について、料金表により端末設備を提供し

ます。 

 

第２０条（端末設備の利用の一時中断） 

 当社は、契約者から請求があったときは、当社が提供する端末設備の利用の一時中断（その端末設

備を他に転用することなく一時的に利用できないようにすることをいいます。以下同じとします。）を行い

ます。 

 

 

第５章  回線相互接続 
 

第２１条（回線相互接続の請求） 

 契約者は、その契約者回線の終端において又はその終端に接続されている電気通信設備を介して、

その契約者回線と当社又は当社以外の電気通信事業者が提供する電気通信回線とを相互に接続す

る旨の請求をすることができます。この場合、その接続に係る電気通信回線の名称、その接続を行う場

所、その接続を行うために使用する電気通信設備の名称その他その接続の請求の内容を特定するた

めの事項について記載した当社所定の書面を当社が別に定めるイーサネットサービス取扱所に提出し

なければなりません。 

２．当社は、前項の請求があった場合において、その接続に係る電気通信回線の利用に関する当社又

は当社以外の電気通信事業者の契約約款等によりその接続が制限されるときを除き、その請求を承諾

します。この場合において、当社は相互に接続した電気通信回線により行う通信について、その品質を

保証いたしません。 

 

第２２条（回線相互接続の変更・廃止） 

 契約者は、前条の回線相互接続を変更・廃止しようとするときは、その旨を当社に通知しなければなり

ません。 

２．前条の規定は、回線相互接続の変更について準用します。 

 

第２３条（他社接続回線の相互接続等） 

 当社は、第２１条（回線相互接続の請求）に基づく相互回線接続に係る請求を承諾したときは、イーサ

ネット収容所において、指定のあった他社接続回線との接続を行います。 

 

第２４条（他社接続回線接続変更） 

 当社は、契約者から請求があったときは、イーサネット収容所において、現在接続されている他社接

続回線以外の他社接続回線への接続の変更（以下「他社接続回線接続変更」といいます。）を行いま

す。 

２．当社は、前項の請求があったときは、第１０条（契約申込の承諾等）の規定に準じて取り扱います。 

 

第２５条（接続回線の接続休止） 

 当社は、相互接続協定に基づく相互接続の一時停止又は相互接続協定の解除若しくは相互接続協

定に係る電気通信事業者の電気通信事業の休止により、契約者が当社のイーサネットサービスを全く

利用できなくなったときは、そのイーサネットサービスについて接続休止（そのイーサネットサービスに係

る電気通信設備等を他に転用することを条件としてそのイーサネットサービスを一時的に利用できない

ようにすることをいいます。以下同じとします。）とします。 

２．前項の接続休止の期間は、その接続休止をした日から起算して別に定める期間とし、その接続休止

の期間を経過した日において、その契約は解除されたものとして取り扱います。 

３．当社は、第１項の規定により、接続休止しようとするときは、あらかじめ、契約者に通知します。ただし、

緊急やむを得ない場合にはこの限りではありません。 

４．当社は、本条に基づく接続休止により、契約者が損害を被ったとしても、何らの責任も負いません。 
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第２６条（相互接続点の所在場所の掲示又は変更等） 

 当社は、相互接続点所在場所等について、当社が指定するイーサネットサービス取扱所に掲示する

ものとします。 

２．前項の相互接続点の所在場所については、相互接続協定に基づき、これを変更することがあります。 

 

 

第６章  利用中止及び利用停止 
 

第２７条（イーサネットサービスの利用中止） 

当社は、次の場合には、イーサネットサービスの利用を中止することがあります。 

（１）当社の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないとき。 

（２）第２６条（相互接続点の所在場所の掲示又は変更等）の規定により、接続回線に係る相互接続点の

所在場所を変更するとき。 

（３）第２９条（イーサネットサービス利用の制限）の規定により、イーサネットサービスの利用を中止すると

き。 

（４）第３０条（ＤＳＬ回線による制約）の規定により、イーサネットサービスの利用を中止するとき。 

（５）第３１条（相互接続事業者の契約約款等による制約）の規定により、イーサネットサービスの利用を

中止するとき。 

２．前項に規定する場合のほか、付加機能に関する利用について料金表に別段の定めがあるときは、

当社は、その料金表に定めるところによりその付加機能の利用を中止することがあります。 

３．当社は、前各項の規定によりイーサネットサービスの利用を中止するときは、あらかじめ契約者に通

知します。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 

４．当社は、本条に基づく利用中止により契約者が損害を被ったとしても、何らの責任も負いません。 

 

第２８条（イーサネットサービスの利用停止） 

当社は、契約者が次のいずれかに該当するときは、６か月以内で当社が定める期間（そのイーサネッ

トサービス等の料金、その他の債務（約款の規定により、支払を要することとなったものに限ります。以下

本条において同じとします。）を支払わないときは、その料金その他の債務が支払われるまでの間）、そ

のイーサネットサービスの利用を停止することがあります。 

（１）料金その他の債務について、支払期日を経過してもなお支払わないとき（契約者が支払期日を経

過した後に当社が指定する料金収納事務を行う事業所以外において支払った場合であって、当社が

その支払の事実を確認できないときを含みます。）。 

（２）契約の申込にあたって、当社所定の書面に事実に反する記載を行った事が判明したとき。 

（３）第４５条（利用に係る契約者の義務）又は第４６条（他人に使用させる場合の契約者の義務）の規定

に違反したとき。 

（４）事業法又は事業法施行規則に違反して当社の電気通信回線設備に自営端末設備、自営電気通

信設備、他社回線又は当社の提供する電気通信サービスに係る電気通信回線を接続したとき。 

（５）事業法又は事業法施行規則に違反して当社の検査を受けることを拒んだとき、又はその検査の結

果、技術基準等に適合していると認められない自営端末設備若しくは自営電気通信設備について電気

通信設備との接続を廃止しないとき。 

（６）前各号のほか、約款に違反する行為、イーサネットサービスの利用に関する当社の業務の遂行又

は当社の電気通信設備のいずれかに著しい支障を与え又は与えるおそれのある行為を行ったとき。 

２．当社は、前項の規定によりイーサネットサービスの利用停止をしようとするときは、あらかじめその理

由、利用停止をする日及び期間を契約者に通知します。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りで

はありません。 

３．当社は、本条に基づく利用停止により契約者が損害を被ったとしても、何らの責任を負いません。 

 

 

第７章  イーサネットサービス利用の制限 
 

第２９条（イーサネットサービス利用の制限） 
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 当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがある場合で必要と認めたとき

は、災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給確保又は秩序の維持のために必要な事

項を内容とする通信及び公共の利益のために緊急を要する事項を内容とする通信であって別表２に定

める機関を優先的に取り扱うため、別表２に定める機関が利用している契約者回線（当社がそれらの機

関との協議により定めたものに限ります。）以外のものによる通信の利用を制限することがあります。 

２．通信が著しく輻輳したときは、イーサネットサービスを全く利用できない状態（通信に著しい支

障が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる場合を含みます。）となることがあります。 

３．利用者が、当社の電気通信設備に過大な負荷を生じさせる行為をしたときは、その利用を制限する

ことがあります。 

４．当社は、本条に基づく利用の制限により契約者が損害を被ったとしても、何らの責任を負いません。 

 

第３０条（ＤＳＬ回線による制約） 

 契約者は、特定相互接続事業者の契約約款及び料金表に規定するところにより、ＤＳＬ回線を使用す

ることができない場合においては、イーサネットサービスの一部若しくは全部を利用することはできませ

ん。 

２．前項に規定するほか、ＤＳＬ回線の回線距離若しくは設備状況又は特定相互接続事業者の提供す

る電気通信サービスに係る電気通信回線からの信号の漏洩等により、ＤＳＬ回線から行う通信について

伝送速度の低下、伝送速度の変動若しくは符号誤りが発生し、イーサネットサービスを全く利用できな

い状態（通信に著しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる場合を含みます。）とな

ることを承諾しなければなりません。 

３．当社は、本条に基づく制約により契約者が損害を被ったとしても、何らの責任を負いません。 

 

第３１条（相互接続事業者の契約約款等による制約） 

 契約者は、相互接続事業者の契約約款及び料金表に規定するところにより、イーサネットサービスに

係る他社接続回線その他その相互接続事業者に係る電気通信設備を使用することができない場合に

おいては、イーサネットサービスの一部若しくは全部を利用できません。 

２．当社は、本条に基づく制約により契約者が損害を被ったとしても、何らの責任を負いません。 

 

 

第８章  料金等 
 

第１節 料金及び工事に関する費用 

 

第３２条（料金及び工事に関する費用） 

 当社が提供するイーサネットサービスの料金は、料金表（料金表及び当社が別に定める事業法施行

規則第１９条の２各号に掲げる料金をいいます。以下同じとします。）に定めるところによります。 

２．当社が提供するイーサネットサービスの工事に関する費用は、料金表に定めるところによります。 

３．料金及び工事に関する費用の支払方法は、当社が別に定めるところによります。 

 

第２節 料金等の支払義務 

 

第３３条（利用料等の支払義務） 

 契約者は、その契約に基づいて当社がイーサネットサービスの提供を開始した日（優先制御機能及び

端末設備の提供については、その提供を開始した日を含む月）から起算して、契約の解除があった日

の前日（優先制御機能及び端末設備の廃止については、その廃止があった日を含む月）までの期間

（提供を開始した日と解除又は廃止があった日が同一の日である場合は１日間とします。）について、当

社が提供するイーサネットサービスの態様に応じて料金表に規定する利用料又は使用料（以下「利用

料等」といいます。以下本条において同じとします。）の支払を要します。 

２．前項の期間において、利用の一時中断等によりイーサネットサービスの利用ができない状態が生じ

たときの利用料等の支払は、次によります。 

（１）第２０条（端末設備の利用の一時中断）に基づき、利用を一時中断したときは、契約者はその期間
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中の利用料等の支払を要します。 

（２）第２８条（イーサネットサービスの利用停止）に基づき、利用停止があったときは、契約者は、その期

間中の利用料等の支払を要します。 

（３）前各号の規定によるほか、契約者は、次の表に掲げる場合を除き、イーサネットサービスを利用でき

なかった期間中の利用料等の支払を要します。 

区 別 支払を要しない料金 

１．契約者の責めによらない理由により、そのイー

サネットサービスを全く利用できない状態（その契

約に係る電気通信設備によるすべての通信に著し

い障害が生じ、全く利用できない状態と同程度の

状態となる場合を含みます。）が生じた場合（次欄

に該当する場合を除きます。）に、そのことを当社が

認知した時刻から起算して、２４時間以上その状態

が連続したとき。（第３０条（ＤＳＬ回線による制約）

の規定に基づく事由は除きます） 

そのことを当社が認知した時刻以後の利用できなか

った時間（２４時間の倍数である部分に限ります。）

について、２４時間ごとに日数を計算し、その日数に

対応するそのイーサネットサービスについての利用

料等（その料金が料金表の規定により利用の都度

発生するものを除きます。） 

２．当社の故意又は重大な過失によりイーサネット

サービスを全く利用できない状態が生じたとき。 

そのことを当社が知った時刻以後の利用できなかっ

た時間について、その時間に対応するイーサネット

サービスについての利用料等。 

３．第１項の期間において契約者がイーサネットサービスと相互に接続する他社接続回線の利用ができ

ない状態が生じたときのイーサネットサービス利用料等の支払は、次によります。 

（１）第２５条（接続回線の接続休止）に定める他社接続回線の利用の一時中断、利用停止又は解除そ

の他その他社接続回線に係る契約者に帰する事由により、他社接続回線を利用することができなくなっ

た場合であっても、契約者はその期間中のイーサネットサービス利用料等の支払を要します。 

（２）前号の規定によるほか、契約者は、次の表に掲げる場合を除き、イーサネットサービスを利用できな

かった期間中の利用料等の支払を要します。 

区 別 支払を要しない料金 

１．契約者の責めによらない理由により、他社接続

回線と相互に接続するイーサネットサービスを全く

利用できない状態（その契約に係る電気通信設備

によるすべての通信に著しい障害が生じ、全く利用

できない状態と同程度の状態となる場合を含みま

す。）が生じた場合（次欄に該当する場合を除きま

す。）に、そのことを当社が認知した時刻から起算し

て、２４時間以上その状態が連続したとき。 

そのことを当社が認知した時刻以後の利用できなか

った時間（２４時間の倍数である部分に限ります。）

について、２４時間ごとに日数を計算し、その日数に

対応するそのイーサネットサービスについての利用

料等（その料金が料金表の規定により利用の都度

発生するものを除きます。） 

２．イーサネットサービスと相互に接続する他者接

続回線に係る相互接続事業者の故意又は重大な

過失によりイーサネットサービスの一部若しくは全

部が利用できない状態が生じた場合にそのことを

当社が認知した時刻から起算して、２４時間以上そ

の状態が連続したとき。 

そのことを当社が認知した時刻以後の利用できなか

った時間（２４時間の倍数である部分に限ります。）

について、２４時間ごとに日数を計算し、その日数に

対応するそのイーサネットサービス（そのイーサネッ

トサービスの一部を利用できなかった場合は、その

部分に限ります。）についての利用料等（その料金

が料金表の規定により利用の都度発生するものを

除きます。） 

４．当社は、支払を要しないこととされた利用料等が既に支払われているときは、その料金を返還します。 

 

第３４条（手続に関する料金等の支払義務） 

 契約者は、約款に規定する手続の請求を行い当社がこれを承諾したときは、当該手続に関する料金

の支払を要します。ただし、その手続の着手前に契約が契約者の責めによらない理由により解除又は

請求の取消しがあったときは、この限りでありません。この場合、既にその料金が支払われているときは、

当社は、その料金を返還します。 
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第３５条（工事に関する費用の支払義務） 

 契約者は、約款に規定する工事の請求を行い当社がこれを承諾したときは、工事に関する費用の支

払を要します。ただし、工事の着手前にその契約が契約者の責めによらない理由により解除又は請求

の取消し（以下本条において「解除等」といいます。）があったときは、この限りでありません。この場合、

既にその料金が支払われているときは、当社は、その料金を返還します。 

２．前項本文の規定にかかわらず、工事の着手後完了前に解除等があった場合は、前項の規定にかか

わらず、契約者は、その工事に関して解除等又は当該工事の完成が不能となった場合には、当該解除

又は完成が不能となる事由があったときまでに着手した工事の部分について、当社が別に算定した額

を負担しなければなりません。この場合において、負担を要する費用の額は、別に算定した額に消費税

相当額を加算した額とします。 

 

第３節 割増金及び延滞利息 

 

第３６条（割増金） 

 契約者は、料金の支払を不法に免れた場合は、その免れた額のほか、その免れた額（消費税相当額

を加算しない額とします。）の２倍に相当する額に消費税相当額を加算した額を割増金として、当社が

別に定める方法により支払っていただきます。 

 

第３７条（延滞利息） 

 契約者は、料金その他の債務（延滞利息を除きます。）について支払期日を経過してもなお支払がな

い場合には、支払期日の翌日から支払の日の前日までの日数について、年１４．５％の割合で計算して

得た額を延滞利息として当社が別に定める方法により支払っていただきます。ただし、支払期日の翌日

から起算して１０日以内に支払があった場合は、この限りではありません。 

 

 

第９章  保守 
 

第３８条（当社の維持責任） 

 当社は、当社の設置した電気通信設備を事業用電気通信設備規則（昭和６０年郵政省令第３０号）に

適合するように維持します。 

 

第３９条（契約者の維持責任） 

 契約者は、自営端末設備又は自営電気通信設備を、技術基準等に適合するよう維持しなければなり

ません。 

 

第４０条（修理又は復旧の順位） 

 当社は、当社の設置した電気通信設備が故障し、又は滅失した場合に、全部を修理し、又は復旧す

ることができないときは、事業法第８条第１項及び事業法施行規則第５５条に規定された公共の利益の

ため緊急に行うことを要する通信を優先的に取り扱うため、別表３に定める順序でその電気通信設備を

修理又は復旧します。この場合において、第１順位及び第２順位の電気通信設備は前各条の規定によ

り当社がそれらの機関との協議により定めたものに限ります。 

 

第４１条（契約者の切分け責任） 

 契約者は、自営端末設備又は、自営電気通信設備（当社が別に定めるところにより、当社と保守契約

を締結している自営端末設備又は自営電気通信設備を除きます。以下本条において同じとします。）が

契約者回線に接続されている場合において、契約者回線等を利用することができなくなったときは、そ

の自営端末設備又は自営電気通信設備に故障のないことを確認のうえ、当社に当社の電気通信回線

設備その他電気通信設備の修理の請求をしていただきます。 

２．前項の確認に際して、契約者から要請があったときは、当社は、イーサネットサービス取扱所等にお

いて当社が別に定める方法により試験を行い、その結果を通知します。 
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３．当社は、前項の試験により契約者回線その他当社の電気通信設備に故障がないと判定した結果の

通知後において、契約者の請求により当社の係員を派遣した結果、故障の原因が自営端末設備又は

自営電気通信設備にあったときは、契約者にその派遣に要した費用を負担しなければなりません。この

場合において、負担を要する費用額は、派遣に要した費用の額に消費税相当額を加算した額とします。 

 

 

第１０章  損害賠償 
 

第４２条（責任の制限） 

 当社は、イーサネットサービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由によりその提

供をしなかったとき又は提供できなかったときは、そのイーサネットサービスが全く利用できない状態（そ

の契約に係る電気通信設備によるすべての通信に著しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程度

の状態となる場合を含みます。ただし、第３０条（ＤＳＬ回線による制約）の規定に基づく事由は除きます。

以下本条において同じとします。）にあることを当社が認知した時刻から起算して、２４時間以上その状

態が連続したときに限り、その契約者が受けた損害を次項の定めに従って賠償します。 

ただし、相互接続事業者が相互接続事業者の契約約款及び料金表に定めるところによりその損害を賠

償する場合は、この限りでありません。 

２．前項の場合において、当社は、イーサネットサービスが全く利用できない状態にあることを当社が認

知した時刻以後のその状態が連続した時間（２４時間の倍数である部分に限ります。）について、２４時

間ごとに日数を計算し、その日数に対応するそのイーサネットサービスの利用料等の料金額を発生した

損害とみなし、その額に限って賠償します。 

３．当社は、イーサネットサービスに係る設備その他の電気通信設備の設置、撤去、修理又は復旧の工

事に当たって、契約者が所有又は占有する土地、建物その他の工作物等に損害を与えた場合に、そ

れが当社の故意又は重大な過失により生じたものであるときに限り、それに起因して通常生じる直接的

な現実の損害を賠償します。 

 

第４３条（免責） 

 当社は、契約者がイーサネットサービスの利用に関して被害を被った場合、第４２条（責任の制限）の

規定によるほかは、何らの責任も負いません。 

２．当社は、この約款等の変更又は当社が別に定める技術的条件等の設定もしくは変更により、自営端

末設備又は自営電気通信設備の改造若しくは変更（以下本条において「改造等」といいます。）を要す

ることとなる場合であっても、その改造等に要する費用については負担しません。 

 

 

第１１章  雑則 
 

第４４条（承諾の限界） 

 当社は、契約者から工事その他の請求があった場合に、その請求を承諾することが技術的に困難なと

き、又は保守することが著しく困難である等、当社の業務の遂行上支障があるとき（その請求に係る契約

者回線が接続回線である場合において、その接続回線と他社接続回線との接続に関し、その他社接

続回線に係る電気通信事業者の承諾が得られない場合、その他その請求内容が相互接続協定に基

づき当社が別に定める条件に適合しない場合を含みます。）は、その請求を承諾しないことがあります。

この場合は、その理由をその請求した契約者に通知します。ただし、この約款において別段の規定があ

る場合には、その規定によります。 

 

第４５条（利用に係る契約者の義務） 

 契約者は次のことを守っていただきます。 

（１）当社は、イーサネットサービスの提供に必要な電気通信設備の設置のための土地、建物その他の

工作物等を無償で使用できるものとします。この場合、地主、家主その他の利害関係人があるときは、

当該契約者はあらかじめ必要な承諾を得ておくものとし、これに関する責任は契約者が負うものとします。 

（２）契約者は、当社又は当社の指定する者が、設備の設置、調整、検査、修理等を行うため、土地、建
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物その他の工作物等への立ち入りを求めた場合は、これに協力するものとします。 

（３）契約者は、当社が契約に基づき設置した電気通信設備を移動し、取り外し、変更し、分解し、若しく

は損壊し、又はその設備に線条その他の導体を連絡しないこととします。ただし、天災、事変その他の

事態に際して保護する必要があるとき又は自営端末設備若しくは自営電気通信設備の接続若しくは保

守のために必要があるときは、この限りではありません。 

（４）契約者は、通信の伝送交換に妨害を与える行為を行わないこととします。 

（５）契約者は、当社があらかじめ業務の遂行上支障がないと認めた場合を除いて、当社が契約に基づ

き設置した電気通信設備に他の機械、付加部品等を取り付けないこととします。 

（６）契約者は、当社が契約に基づき設置した電気通信設備を善良な管理者の注意をもって保管するこ

ととします。 

（７）契約者は、前各号の規定に違反して電気通信設備を亡失し、又はき損したときは、当社が指定する

期日までにその補充、修繕その他の工事等に必要な費用を支払っていただきます。 

 

第４６条（他人に使用させる場合の契約者の義務） 

 契約者は、その契約者回線等を契約者以外の者に使用させる場合は、以下の責任を負っていただき

ます。 

（１）契約者は、第４５条（利用に係る契約者の義務）の規定の適用については、善良な管理者の注意を

怠らなかった場合を除いて、その契約者回線等を使用する者の行為についても、当社に対して責任を

負っていただきます。 

（２）契約者は、その契約者回線に関する料金又は工事に関する費用のうち、その契約者回線等を使用

する者の使用によるものについても、当社に対して支払の責任を負っていただきます。 

（３）契約者は、第３９条（契約者の維持責任）、第４１条（契約者の切分け責任）の適用については、その

契約者回線等に接続する端末設備又は自営電気通信設備のうち、その契約者回線等を使用する者の

設置に係るものについても、当社に対して責任を負っていただきます。 

 

第４７条（契約者からの契約者回線等の設置場所の提供等） 

 契約者は、契約者回線の一端のある構内（これに準ずる区域内を含みます。以下本条において同じと

します。）又は建物内において、当社が契約者回線を設置するために必要な場所を提供しなければなり

ません。 

２．当社は、契約者回線の一端のある構内又は建物内において、契約者から管路等の特別な設備を使

用して契約者回線等を設置することを求められたときは、契約者の負担によりその特別な設備を設置し

なければなりません。 

 

第４８条（イーサネットサービス契約者の氏名等の通知） 

 当社は、相互接続事業者から請求があったときは必要がある場合に限り、契約者（その相互接続事業

者とイーサネットサービスを利用するうえで必要な契約を締結している者に限ります。）の氏名及び住所

等をその相互接続事業者に通知することがあります。 

 

第４９条（相互接続事業者からの通知） 

 契約者は、必要がある場合に、当社が相互接続事業者から契約者の情報の通知を受けることについ

て、同意するものとします。 

 

第５０条（相互接続事業者による料金等の回収代行） 

 当社は契約者からの申し出があったときは、当社がこの約款の規定により契約者に請求することとした

利用料等に関して、相互接続事業者を当社の代理人として当該利用料等を請求し、回収する業務を行

わせることがあります。 

２．前項の規定により、相互接続事業者が請求した料金又は工事に関する費用について、契約者が相

互接続事業者の定める支払期日を経過してもなおその相互接続事業者に支払わないときは、当社は、

契約者に対する事前の通知を要することなく、前項に規定する取り扱いを廃止します。 

 

第５１条（相互接続事業者の電気通信サービスに関する料金等の回収代行） 
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 当社は契約者からの申し出があったときは、次の場合に限り、相互接続事業者の提供する電気通信

サービスに関する利用料等に関して契約者に請求する費用について、相互接続事業者の代理人とし

て当社の所定の請求書により請求し、回収する業務を行うことがあります。 

（１）その申し出をした契約者が当社が請求する料金又は工事に関する費用の支払を現に怠っていな

いとき、又は怠るおそれがないとき。 

（２）その契約者の申し出について相互接続事業者が承諾するとき。 

（３）その他当社の業務の遂行上支障がないとき。 

２．前項の規定により、当社が請求した料金又は工事に関する費用について、契約者が相互接続事業

者の定める支払期日を経過してもなおその相互接続事業者に支払わないときは、当社は、前項に規定

する取り扱いを廃止します。 

 

第５２条（個人情報の取り扱い） 

 当社は、イーサネットサービスの提供にあたり、当社が取得する個人情報の取り扱いについては、次

に定めるところ及び当社が別に定めるところによります。 

（１）当社は当社が保有しているイーサネットサービス契約者の個人情報について、本人から開示請求

があった場合は、原則として開示をします。 

（２）当社は契約者から当該契約者の個人情報の開示請求を受けたときは、当該請求に係る個人情報

の保有の有無に関わらず、当社が別に定める手数料を支払うことを要します。 

 

第５３条（機密保持） 

 契約者は、イーサネットサービスの利用に関し知り得た次の情報を、第三者に対して開示することがで

きません。 

（１）当社とその関連会社、及びその契約者に係る施設、財産、製品、サービス、営業、その他事業に関

する全ての情報。 

（２）有形、無形、及び秘密であるとの表示又は指示の有無、またその目的の如何を問わない、第三者

の専有情報又は秘密情報。 

２．前項は、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りではないものとします。 

（１）知り得た時点で既に公知・公用となっている場合。 

（２）知り得た時点で既に取得済みの場合。 

（３）知り得た後、自己の責によらず公知、公用となっている場合。 

（４）開示又は提供の同意を得た場合。 

（５）正当な権原を有する第三者から機密保持義務を課せられずに取得した場合。 

（６）法令に基づき権限を有する公的機関から適法な手続により、開示又は提供の要請があった場合。 

３．契約者は、第１項で定める情報が契約者により開示又は漏洩された場合、それによって生ずる損害

について一切の責任を負わなければなりません。 

４．本条の規定は、その契約の終了後もなお有効に存続するものとします。 

 

第５４条（イーサネットサービスの技術的事項） 

 当社は、イーサネットサービスを利用するうえで参考となる技術資料を閲覧に供します。 

 

第５５条（営業区域） 

 営業区域は当社が別に定めるところによります。 

 

第５６条（閲覧） 

 この約款において、当社が別に定めることとしている事項については、当社は閲覧に供します。 
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別表１ 最低利用期間 

最低利用期間 １年 

 
別表２  

 

機関名 

気象機関 

水防機関 

消防機関 

災害救助機関 

警察機関（海上保安庁の機関を含みます。以下同じとします。） 

防衛機関 

輸送の確保に直接関係がある機関 

通信の確保に直接関係がある機関 

電力の供給の確保に直接関係がある機関 

ガスの供給の確保に直接関係がある機関 

水道の供給に直接関係がある機関 

選挙管理機関 

別表４の基準に該当する新聞社、放送事業者及び通信社の機関 

預貯金業務を行う金融機関 

国又は地方公共団体の機関 

 

別表３ 

 

順位                修理又は復旧する電気通信設備 

１ 気象機関が利用するもの 

水防機関が利用するもの 

消防機関が利用するもの 

災害救助機関が利用するもの 

秩序の維持に直接関係がある機関が利用するもの 

防衛に直接関係がある機関が利用するもの 

海上の保安に直接関係がある機関が利用するもの 

輸送の確保に直接関係がある機関が利用するもの 

通信役務の提供に直接関係がある機関が利用するもの 

電力の供給に直接関係がある機関が利用するもの 

２ 水道の供給に直接関係がある機関が利用するもの 

ガスの供給に直接関係がある機関が利用するもの 

新聞社等の機関が利用するもの 

金融機関が利用するもの 

その他重要通信を取り扱う国又は地方公共団体の機関が利用するもの 

３ 第１順位及び第２順位に該当しないもの 



 16 

別表４ 新聞社等の基準 

 

区 分 基 準 

１ 新聞社 次の基準のすべてを備えた日刊新聞紙を発行する新聞社 

(1) 政治、経済、文化その他公共的な事項を報道し、又は論議することを目的と

して、あまねく発売されること。 

(2) 発行部数が１の題号について、8,000 部以上であること。 

２ 放送事業者 電波法（昭和 25 年法律第 131 号）の規定により放送局の免許を受けた者 

３ 通信社 新聞社又は放送事業者にニュース（１欄の基準のすべてを備えた日刊新聞紙

に掲載し、又は放送事業者が放送するためのニュース又は情報（広告を除きま

す。）をいいます。）を供給することを主な目的とする通信社 
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料金表 

 

通 則 
（料金表の適用） 

1. イーサネットサービスに関する料金及び工事に関する費用は、この料金表に規定するほか、

当社が別に定めるところにより適用します。 

 

（料金等の変更） 

2. 当社は、イーサネットサービスに関する料金及び工事に関する費用を当社が別に定めて変

更することがあります。この場合には、変更後の料金及び工事に関する費用を適用します。 

 

（消費税相当額の加算） 

3. イーサネットサービス契約約款(以下、この料金表においては、「約款」といいます。)の規定に

より、この料金表に係る料金及び工事に関する費用について支払を要する額は、消費税相

当額を加算した額とします。 

 

（料金等の臨時減免） 

4. 当社は、災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは、約款の規定にかかわらず、臨時

に、その料金又は工事に関する費用を減免することがあります。 

 

5. 当社は、料金等の減免を行ったときは、関係のイーサネットサービス取扱所等に掲示する等

の方法により、その旨を周知します。 

 

（料金の計算方法） 

6. 当社は、日割りで請求料金を決定するときの計算は、以下のとおりとします。 

 

 

 

 

7. 当社は、利用料の減免を行ったときの計算は、以下のとおりとします。 

 

 

 

 

（端数処理） 

8. 当社は、料金その他の計算において、その計算結果に１円未満の端数が生じた場合は、そ

の端数を切り捨てます。 

 

9. 他社接続回線と接続して提供するイーサネットサービスに係る料金及び工事に関する費用に

ついては、当社の提供区間と当社が別に定める相互接続事業者の提供区間とを併せて当社

が設定します。 

 

 

 
 
 

 
 
   当該月の利用料 

当該月の総日数 

利用できなかった日数 
（減免する金額） 

利用した日数 






  当該月の利用料 

当該月の総日数 
（日割する金額） 
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料金表 

【適用】 

区  分 内  容 

（１） サービス品質保証

制度の適用範囲 

ア. 当社はイーサネットサービスの種別等に応じて、次表に規定するサー

ビス品質保証制度を適用します。 

 

サービス品質保証制度 種別 

故障回復時間 第一種イーサネットサービス 

第二種イーサネットサービス 

第三種イーサネットサービス 

網内遅延時間 第三種イーサネットサービス 

網稼働率 第三種イーサネットサービス 

 

 

（２） サービス品質（故障

回復時間）に係る料金の

適用 

ア. 当社は、契約者の責めによらない理由により、そのイーサネットサービ

スを全く利用できない状態（その契約に係る電気通信設備によるすべ

ての通信に著しい障害が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態

となる場合を含みます。）が生じた場合に、そのことを当社が認知した

時刻から起算して、１時間以上その状態が連続したとき（サービスクラス

がシングルのもの及び、加入者回線に係る区間を除く。）に限り、その

イーサネットサービス契約に係る料金（以下「故障回復時間返還料金

額」といいます。）を返還します。 

ただし、約款第２７条（イーサネットサービスの利用中止）第１項の規定

並びに第２８条（イーサネットサービスの利用停止）第１項に該当する

場合に当社があらかじめその契約者に通知したとき又は第２５条（接

続回線の接続休止）の規定により接続休止とした場合はこの限りでは

ありません。 
イ. アの規定により故障回復時間返還料金額を返還する場合は、当社は

約款第３３条（利用料等の支払義務）第２項第３号第１欄の規定は適用
しません。 

ウ. 当社は、そのイーサネットサービスの一部又は全部が利用できない状
態が連続した時点における、該当区間のその料金月に係る料金額の
合計（以下「故障回復時間返還基準額」といいます。）を元に故障回復
時間返還料金額を算出します。 

エ. アの場合において、そのイーサネットサービスが全く利用できない状態
が連続した場合における故障回復時間返還料金額は、故障回復時間
返還基準額に次表に規定する料金返還率を乗じて得た額とします。 

 

故障回復時間 料金返還率 

1 時間以上 2 時間未満 10% 

2 時間以上 4 時間未満 20% 

4 時間以上 6 時間未満 30% 

6 時間以上 8 時間未満 40% 

8 時間以上 72 時間未満 50% 

72 時間以上 100% 

 
オ. エの場合において、返還する故障回復時間返還料金額は、次の（ア）

の規定により算出する料金額（以下「返還上限額」といいます。）を上限
として適用します。 
(ア) その料金月に係る料金額の合計額から約款第３３条（利用料等 
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（２） サービス品質（故障

回復時間）に係る料金の

適用 

の支払義務）の規定により支払を要しないこととなる料金額の合
計額を減じた額とします。 

カ. 他のサービス品質保証制度による料金返還との重複については「（５） 
重複適用の上限」区分に定めるところによります。 

キ. アの場合において、そのイーサネットサービスの一部又は全部が利用
できない状態が連続した場合が料金月において複数回となるときは、
当社は、それぞれの故障回復時間返還料金額の合計額を返還しま
す。ただし、その故障回復時間返還料金額の合計額が返還上限額を
超える場合においては、当社は、返還上限額を返還します。 

 
 

（３） サービス品質（網内

遅延時間）に係る料金の

適用 

ア. 当社は、当社が別に定める方法により測定したイーサネット収容網内

の遅延時間（イーサネット収容網内でイーサネットフレームが往復に要

する時間をいいます。）のその料金月での平均時間が 30 ミリ秒を超え

た場合は、そのイーサネットサービス契約に係わる料金（以下「遅延時

間返還料金額」といいます。）を返還します。 

ただし、約款第２７条（イーサネットサービスの利用中止）第１項の規定

並びに第２８条（イーサネットサービスの利用停止）第１項に該当する

場合に当社があらかじめその契約者に通知したとき又は第２５条（接

続回線の接続休止）の規定により接続休止とした場合はこの限りでは

ありません。 

イ. アの規定により遅延時間返還料金額を返還する場合は、当社は約款

第３３条（利用料等の支払義務）第２項第３号第１欄の規定は適用しま

せん。 
ウ. 当社は、そのイーサネットサービスの遅延時間が 30 ミリ秒を超えた場合

における、その料金月に係る料金額の合計（以下「遅延時間返還基準
額」といいます。）を元に遅延時間返還料金額を算出します。 

エ. アの場合において、遅延時間が 30 ミリ秒を超えた場合における遅延時

間返還料金額は、遅延時間返還基準額に次表に規定する料金返還

率を乗じて得た額とします。 

 

平均遅延時間 料金返還率 

30 ミリ秒を超えた場合 10% 

 

オ. エの場合において、返還する遅延時間返還料金額は、「（２）サービス

品質（故障回復時間）に係る料金の適用」に定める返還上限額を上限

として適用します。 
カ. 他のサービス品質保証制度による料金返還との重複については「（５） 

重複適用の上限」区分に定めるところによります。 
 

 

（４） サービス品質（網稼

働率）に係る料金の適用 

ア. 当社は、契約者の責めによらない理由により、そのイーサネットサービ

スを全く利用できない状態（その契約に係る電気通信設備によるすべ

ての通信に著しい障害が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態

となる場合を含みます。）が生じた場合に、次の（ア）の規定により算出

する稼働率が 99.99%を下回った場合（加入者回線に係る区間を除く）

に限り、そのイーサネットサービス契約に係わる料金（以下「網稼働率

返還料金額」といいます。）を返還します。 

ただし、約款第２７条（イーサネットサービスの利用中止）第１項の規定

並びに第２８条（イーサネットサービスの利用停止）第１項に該当する

場合に当社があらかじめその契約者に通知したとき又は第２５条（接

続回線の接続休止）の規定により接続休止とした場合はこの限りでは

ありません。 
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（４） サービス品質（網稼

働率）に係る料金の適用 

(ア) 網稼動率（％）＝(1-契約するイーサネットサービスのすべて

の回線におけるその料金月にて利用できなかった総時間÷

その利用月の総時間÷契約回線数）×100 

イ. アの規定により網稼働率返還料金額を返還する場合は、当社は約款

第３３条（利用料等の支払義務）第２項第３号第１欄の規定は適用しま

せん。 
ウ. 当社は、そのイーサネットサービスの稼働率が 99.99％未満となった場

合における、その料金月に係る料金額の合計（以下「網稼働率返還基
準額」といいます。）を元に網稼働率返還料金額を算出します。 

エ. アの場合において、その稼働率が 99.99%を下回った場合における網

稼働率返還料金額は、網稼働率返還基準額に次表に規定する料金

返還率を乗じて得た額とします。 

 

網稼動率 料金返還率 

99.99%未満 99.8%以上 1% 

99.8%未満 98.0%以上 3% 

98.0%未満 95.0%以上 10% 

95.0%未満 90.0%以上 20% 

90.0%未満 100% 

 

オ. エの場合において、返還する網稼働率返還料金額は、「（２）サービス

品質（故障回復時間）に係る料金の適用」に定める返還上限額を上限

として適用します。 
カ. 他のサービス品質保証制度による料金返還との重複については「（５） 

重複適用の上限」区分に定めるところによります。 
 

 

（５） 重複適用の上限 ア. 当社は、その料金月において、サービス品質に係わる料金の適用が重
複する場合、適用する故障回復時間返還料金額、遅延時間返還料金
額、網稼働率返還料金額の合計額を返還します。ただし、合計額が返
還上限額を超える場合においては、返還上限額を返還します。 

 
 

（６） 細目に係る料金の

適用 

ア. 当社は料金額を適用するにあたって当社の提供する一部サービスに
ついて以下に定める保守の態様による細目を適用します。 

 
保守の態様による細目 
サービスクラスによる区別 
 

区  別 内  容 

デュアル 
中継回線ならびにイーサネットサービスに
係る伝送機器が二重化されているもの 

シングル 
中継回線ならびにイーサネットサービスに
係る伝送機器のいずれも二重化されてい
ないもの 
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【種別】第一種イーサネットサービス 
１、 初期料金 

 手続き・工事に関する費用の適用については、約款第３４条（手続きに関する料金等の支払義務）、

第３５条（工事に関する料金等の支払義務）に定めるところによります。 

 

（１）登録・工事料金 

品 目 料 金 額 （税込額） 備 考 

10Mbps 100,000 円 （110,000 円）  

100Mbps 100,000 円 （110,000 円）  

1Gbps 200,000 円 （220,000 円）  

10Gbps 500,000 円 （550,000 円）  

100Gbps 500,000 円 （550,000 円）  

 

２、月額利用料 

２－１．料金額 

 利用料の適用については約款第３３条（利用料等の支払義務）に定めるところによります。 

 

（１） 基本料金（完全保証タイプ） 

品 目 保証速度 区 間 

料 金 額 （税込額） 

デュアル シングル 

10Mbps 10Mbps 

東京～静岡 
500,000 円 

（550,000 円） 
－ 

東京～名古屋 
500,000 円 

（550,000 円） 
－ 

静岡～名古屋 
500,000 円 

（550,000 円） 
－ 

東京～大阪 
570,000 円 

（627,000 円） 
－ 

同一都県内 
320,000 円 

（352,000 円） 
320,000 円 

（352,000 円） 

収容所折返し － 
170,000 円 

（187,000 円） 

100Mbps 100Mbps 

東京～前橋 
1,100,000 円 

（1,210,000 円） 
800,000 円 

（880,000 円） 

東京～宇都宮 
1,100,000 円 

（1,210,000 円） 
800,000 円 

（880,000 円） 

東京～水戸 
1,100,000 円 

(1,210,000 円) 
800,000 円 

（880,000 円） 

東京～土浦 
900,000 円 

(990,000 円) 
700,000 円 

（770,000 円） 

東京～さいたま 
900,000 円 

（990,000 円） 
700,000 円 

（770,000 円） 
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100Mbps 100Mbps 

東京～柏 
900,000 円 

（990,000 円） 
700,000 円 

（770,000 円） 

東京～千葉 
900,000 円 

（990,000 円） 
700,000 円 

（770,000 円） 

東京～横浜 
900,000 円 

（990,000 円） 
700,000 円 

（770,000 円） 

東京～厚木 
900,000 円 

（990,000 円） 
700,000 円 

（770,000 円） 

東京～静岡 
1,500,000 円 

（1,650,000 円） 
1,000,000 円 

(1,100,000 円) 

東京～甲府 
1,500,000 円 

（1,650,000 円） 
1,000,000 円 

（1,100,000 円） 

東京～名古屋 
1,500,000 円 

（1,650,000 円） 
1,000,000 円 

（1,100,000 円） 

東京～大阪 
1,700,000 円 

（1,870,000 円） 
1,300,000 円 

（1,430,000 円） 

 横浜～名古屋 
1,500,000 円 

（1,650,000 円） 
1,000,000 円 

（1,100,000 円） 

横浜～大阪 
1,700,000 円 

（1,870,000 円） 
1,300,000 円 

（1,430,000 円） 

名古屋～大阪 
1,500,000 円 

（1,650,000 円） 
1,200,000 円 

（1,320,000 円） 

横浜～静岡 
1,500,000 円 

（1,650,000 円） 
1,000,000 円 

（1,100,000 円） 

静岡～名古屋 
1,500,000 円 

（1,650,000 円） 
1,000,000 円 

（1,100,000 円） 

静岡～大阪 
1,700,000 円 

（1,870,000 円） 
1,300,000 円 

（1,430,000 円） 

同一都府県内 
600,000 円 
（660,000 円） 

400,000 円 
（440,000 円） 

収容所折返し － 
320,000 円 

（352,000 円） 

1Gbps 1Gbps 

東京～前橋 
3,300,000 円 

（3,630,000 円） 
1,500,000 円 

（1,650,000 円） 

東京～宇都宮 
3,300,000 円 

（3,630,000 円） 
1,500,000 円 

（1,650,000 円） 

東京～水戸 
3,300,000 円 

（3,630,000 円） 
1,500,000 円 

（1,650,000 円） 

東京～土浦 
2,000,000 円 

（2,200,000 円） 
1,200,000 円 

（1,320,000 円） 

東京～さいたま 
2,000,000 円 

（2,200,000 円） 
1,200,000 円 

（1,320,000 円） 

東京～柏 
2,000,000 円 

（2,200,000 円） 
1,200,000 円 

（1,320,000 円） 
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1Gbps 1Gbps 

東京～千葉 
2,000,000 円 

（2,200,000 円） 
1,200,000 円 

（1,320,000 円） 

東京～横浜 
2,000,000 円 

（2,200,000 円） 
1,200,000 円 

（1,320,000 円） 

東京～厚木 
2,000,000 円 

（2,200,000 円） 
1,200,000 円 

（1,320,000 円） 

東京～静岡 
3,500,000 円 

（3,850,000 円） 
1,600,000 円 

（1,760,000 円） 

東京～甲府 
3,500,000 円 

（3,850,000 円） 
1,600,000 円 

（1,760,000 円） 

東京～名古屋 
3,500,000 円 

（3,850,000 円） 
1,600,000 円 

（1,760,000 円） 

東京～京都 
4,000,000 円 

（4,400,000 円） 
2,100,000 円 

（2,310,000 円） 

東京～大阪 
4,000,000 円 

（4,400,000 円） 
2,100,000 円 

（2,310,000 円） 

東京～神戸 
4,500,000 円 

（4,950,000 円） 
2,300,000 円 

（2,530,000 円） 

東京～高松 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 
2,500,000 円 

（2,750,000 円） 

東京～岡山 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 
2,500,000 円 

（2,750,000 円） 

横浜～静岡 
3,500,000 円 

（3,850,000 円） 
1,600,000 円 

（1,760,000 円） 

横浜～名古屋 
3,500,000 円 

（3,850,000 円） 
1,600,000 円 

（1,760,000 円） 

横浜～大阪 
4,000,000 円 

（4,400,000 円） 
2,100,000 円 

（2,310,000 円） 

横浜～神戸 
4,300,000 円 

（4,730,000 円） 
2,200,000 円 

（2,420,000 円） 

横浜～岡山 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 
2,500,000 円 

（2,750,000 円） 

静岡～名古屋 
3,500,000 円 

（3,850,000 円） 
1,600,000 円 

（1,760,000 円） 

静岡～大阪 
4,000,000 円 

（4,400,000 円） 
2,100,000 円 

（2,310,000 円） 

静岡～岡山 
4,300,000 円 

（4,730,000 円） 
2,200,000 円 

（2,420,000 円） 

名古屋～大阪 
3,500,000 円 

（3,850,000 円） 
2,000,000 円 

（2,200,000 円） 

名古屋～岡山 
4,000,000 円 

（4,400,000 円） 
2,100,000 円 

（2,310,000 円） 

京都～大阪 
2,000,000 円 

（2,200,000 円） 
1,200,000 円 

（1,320,000 円） 
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1Gbps 1Gbps 

大阪～神戸 
2,000,000 円 

（2,200,000 円） 
1,200,000 円 

（1,320,000 円） 

大阪～高松 
3,500,000 円 

（3,850,000 円） 
1,600,000 円 

（1,760,000 円） 

大阪～岡山 
3,500,000 円 

（3,850,000 円） 
1,600,000 円 

（1,760,000 円） 

同一都府県内 
1,100,000 円 

（1,210,000 円） 
800,000 円 

（880,000 円） 

東京都 23 区内 － 
700,000 円 

（770,000 円） 

10Gbps 10Gbps 

東京～前橋 
7,000,000 円 

（7,700,000 円） 
4,000,000 円 

（4,400,000 円） 

東京～宇都宮 
7,000,000 円 

（7,700,000 円） 
4,000,000 円 

（4,400,000 円） 

東京～水戸 
7,000,000 円 

（7,700,000 円） 
4,000,000 円 

（4,400,000 円） 

東京～土浦 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 
3,000,000 円 

（3,300,000 円） 

東京～さいたま 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 
3,000,000 円 

（3,300,000 円） 

東京～柏 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 
3,000,000 円 

（3,300,000 円） 

東京～千葉 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 
3,000,000 円 

（3,300,000 円） 

東京～横浜 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 
3,000,000 円 

（3,300,000 円） 

東京～厚木 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 
3,000,000 円 

（3,300,000 円） 

東京～静岡 
9,000,000 円 

（9,900,000 円） 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 

東京～甲府 
9,000,000 円 

（9,900,000 円） 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 

東京～名古屋 
9,000,000 円 

（9,900,000 円） 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 

東京～京都 
14,000,000 円 

（15,400,000 円） 
8,000,000 円 

（8,800,000 円） 

東京～大阪 
14,000,000 円 

（15,400,000 円） 
8,000,000 円 

（8,800,000 円） 

東京～神戸 
16,000,000 円 

（17,600,000 円） 
10,000,000 円 

（11,000,000 円） 

東京～高松 
18,000,000 円 

（19,800,000 円） 
12,000,000 円 

（13,200,000 円） 

東京～岡山 
18,000,000 円 

（19,800,000 円） 
12,000,000 円 

（13,200,000 円） 
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10Gbps 10Gbps 

横浜～静岡 
9,000,000 円 

（9,900,000 円） 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 

横浜～名古屋 
9,000,000 円 

（9,900,000 円） 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 

横浜～大阪 
14,000,000 円 

（15,400,000 円） 
8,000,000 円 

（8,800,000 円） 

横浜～神戸 
15,000,000 円 

（16,500,000 円） 
9,000,000 円 

（9,900,000 円） 

横浜～岡山 
18,000,000 円 

（19,800,000 円） 
12,000,000 円 

（13,200,000 円） 

静岡～名古屋 
9,000,000 円 

（9,900,000 円） 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 

静岡～大阪 
14,000,000 円 

（15,400,000 円） 
8,000,000 円 

（8,800,000 円） 

静岡～岡山 
15,000,000 円 

（16,500,000 円） 
9,000,000 円 

（9,900,000 円） 

名古屋～大阪 
9,000,000 円 

（9,900,000 円） 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 

名古屋～岡山 
14,000,000 円 

（15,400,000 円） 
8,000,000 円 

（8,800,000 円） 

京都～大阪 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 
3,000,000 円 

（3,300,000 円） 

大阪～神戸 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 
3,000,000 円 

（3,300,000 円） 

大阪～高松 
9,000,000 円 

（9,900,000 円） 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 

大阪～岡山 
9,000,000 円 

（9,900,000 円） 
5,000,000 円 

（5,500,000 円） 

同一都府県内 
4,500,000 円 

（4,950,000 円） 
2,500,000 円 

（2,750,000 円） 

東京都 23 区内 － 
2,000,000 円 

（2,200,000 円） 

100Gbps 100Gbps 

東京～横浜 
10,000,000 円 

（11,000,000 円） 
6,000,000 円 

（6,600,000 円） 

東京～名古屋 
18,000,000 円 

（19,800,000 円） 
10,000,000 円 

（11,000,000 円） 

東京～大阪 
28,000,000 円 

（30,800,000 円） 
16,000,000 円 

（17,600,000 円） 

横浜～名古屋 
18,000,000 円 

（19,800,000 円） 
10,000,000 円 

（11,000,000 円） 

横浜～大阪 
28,000,000 円 

（30,800,000 円） 
16,000,000 円 

（17,600,000 円） 

名古屋～大阪 
18,000,000 円 

（19,800,000 円） 
10,000,000 円 

（11,000,000 円） 
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100Gbps 100Gbps 

同一都府県内 
9,000,000 円 

（9,900,000 円） 
4,000,000 円 

（4,400,000 円） 

東京都 23 区内 － 
4,000,000 円 

（4,400,000 円） 

注１、 10Mbps 品目は別表に定める特定の都府県に対してのみ提供いたします。 

注２、 各品目の区間のうち収容所折返し区間は別表に定める特定の区域にのみ提供いたし

ます。 

注３、 各品目の区間のうち同一都県内区間及び同一都府県内区間については、イーサネット

収容所間のイーサネット収容網を要する場合はデュアル、要しない場合はシングルのク

ラスを適用します。 
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（２） 基本料金（一部保証タイプ） 

品 目 保証速度 区 間 

料 金 額 （税込額） 

デュアル シングル 

10Mbps 1Mbps 

東京～静岡 
250,000 円 

（275,000 円） 
－ 

東京～名古屋 
250,000 円 

（275,000 円） 
－ 

静岡～名古屋 
250,000 円 

（275,000 円） 
－ 

同一都県内 
180,000 円 

（198,000 円） 
180,000 円 

（198,000 円） 

100Mbps 10Mbps 

東京～静岡 
600,000 円 

（660,000 円） 
－ 

東京～名古屋 
600,000 円 

（660,000 円） 
－ 

静岡～名古屋 
600,000 円 

（660,000 円） 
－ 

同一都県内 
350,000 円 

（385,000 円） 
350,000 円 

（385,000 円） 

注４、 各品目はふくそうが発生していない状態で品目の速度で符号伝送を行えます。また、ふ

くそうが発生した場合にも各品目の保証速度で符号伝送が行えます。 

注５、 一部保証タイプは別表に定める特定の都県に対してのみ提供いたします。 

注６、 各品目の区間のうち同一都県内区間については、イーサネット収容所間のイーサネット

収容網を要する場合はデュアル、要しない場合はシングルのクラスを適用します。 

 

（３）屋内配線利用料 

内 容 料 金 額 （税込額） 備 考 

屋内配線利用料 －円 （－円） 基本料金に含む 

工事等が必要な場合は実費請求する場合があります。 
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（5）IDC 接続タイプに係る基本料金（減額）の適用 

当社は、専用線の契約者回線の一端が当社の指定するイーサネット収容所となる場合は、基

本料金の料金額から次表に規定する額を減額して適用します。 

品 目 保証速度 
基本料金の月額減額（税込額） 

デュアル シングル 

10Mbps 

10Mbps 60,000 円 

（66,000 円） 
－ 

1Mbps 50,000 円 

（55,000 円） 
－ 

100Mbps 

100Mbps 120,000 円 

（132,000 円） 

40,000 円 

（44,000 円） 

10Mbps 80,000 円 

（88,000 円） 
－ 

1Gbps 1Gbps 150,000 円 

（165,000 円） 

50,000 円 

（55,000 円） 

 

２－２．端末設備使用料 

 端末設備使用料の適用については約款第１９条（端末設備の提供等）、及び第３３条（利用料等の

支払義務）に定めるところによります。 

項 目 料 金 額 （税込額） 備 考 

端末設備 －円 （－円） 基本料金に含む 

 

 

２－３．解約手数料 

内 容 料 金 額 （税込額） 

当社が請求する手数料 5,000 円 （5,500 円） 

工事等が必要な場合は実費請求します。 

 

 

２－４．一時中断中の利用料 

項 目 料 金 額 

月額利用料 月額利用料金合計の 10％ 
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【種別】第二種イーサネットサービス 
１、 初期料金 

 手続・工事に関する費用の適用については、約款第３４条（手続に関する料金等の支払義務）、第３

５条（工事に関する料金等の支払義務）に定めるところによります。 

 

（１）登録・工事料金 

内 容 料 金 額 （税込額） 備 考 

登録・工事費 50,000 円 （55,000 円） 1 拠点あたり 

 

（２）付加機能 登録・工事料金 

サービス種別 料 金 額 （税込額） 備 考 

VPN（Mobile）接続型 500 円 （550 円） 1SIM あたり 

 

 

２、月額利用料 

２－１．料金額 

 利用料の適用については、約款第３３条（利用料等の支払義務）に定めるところによります。 

 

（１） アクセス回線料金 

（１）－１．当社契約者回線を使用して行うもの 

①DSL 回線によるもの 

品 目 保証速度 料 金 額 （税込額） 
備 考 

（最大速度） 

ADSL 1.5Mbps ベストエフォート 35,000 円 （38,500 円） 
上り：512ｋｂｐｓ 
下り：1.5Mbps 

ADSL 12Mbps ベストエフォート 40,000 円 （44,000 円） 
上り：1Mｂｐｓ 
下り：12Mbps 

 

②DSL 回線以外のもの 

アクセス回線基本料 

品 目 接続形態 料 金 額 （税込額） 

Ethernet 

通常接続 40,000 円 （44,000 円） 

IDC 接続 10,000 円 （11,000 円） 

ＶＰＮ接続 10,000 円  (11,000 円) 

ＶＰＮ（Ｍｏｂｉｌｅ）接続 － 

注１、 IDC 接続は契約者回線の一端を当社指定のイーサネット収容所での接続に限定いたしま

す。 

注２、 ＶＰＮ接続の申込は、「法人向けＶＰＮルータレンタルサービス契約約款」における「イーサ

ネット収容網接続パック」を同時に申し込み、同時に利用する必要があります。 

注３、 ＶＰＮ接続およびＶＰＮ（Ｍｏｂｉｌｅ）接続の申込は、「第二種イーサネットサービス」のＶＰＮ

接続及びＶＰＮ（Ｍｏｂｉｌｅ）接続以外いずれかの品目と組み合わせて契約する場合に限り

ます。 

注４、 ＶＰＮ（Ｍｏｂｉｌｅ）接続の申込は、「法人向けモバイル接続サービス契約約款」のいずれか

の品目を組み合わせて契約する場合に限ります。 
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注５、 ＶＰＮ（Ｍｏｂｉｌｅ）接続の申込は、「法人向けＶＰＮルータレンタルサービス契約約款」にお

ける「イーサネット収容網接続パック（Ｍｏｂｉｌｅ）を同時に申し込み、同時に利用する必要が

あります。 

 

アクセス回線通信料（一部保証アクセス） 

保証速度 料 金 額 （税込額） 最大速度 料 金 額 （税込額） 

1Mbps 
15,000 円 

（16,500 円） 
5Mbps 

10,000 円 
（11,000 円） 

2Mbps 
35,000 円 

（38,500 円） 
10Mbps 

20,000 円 
（22,000 円） 

3Mbps 
54,000 円 

（59,400 円） 
20Mbps 

30,000 円 
（33,000 円） 

4Mbps 
62,000 円 

（68,200 円） 
30Mbps 

40,000 円 
（44,000 円） 

5Mbps 
70,000 円 

（77,000 円） 
40Mbps 

50,000 円 
（55,000 円） 

6Mbps 
78,000 円 

（85,800 円） 
50Mbps 

60,000 円 
（66,000 円） 

7Mbps 
86,000 円 

（94,600 円） 
100Mbps 

80,000 円 
（88,000 円） 

8Mbps 
94,000 円 

（103,400 円） 

 

9Mbps 
102,000 円 

（112,200 円） 

10Mbps 
110,000 円 

（121,000 円） 

20Mbps 
160,000 円 

（176,000 円） 

30Mbps 
200,000 円 

（220,000 円） 

40Mbps 
230,000 円 

（253,000 円） 

50Mbps 
250,000 円 

（275,000 円） 

100Mbps 
330,000 円 

（363,000 円） 

注６、 各品目はふくそうが発生していない状態で品目の速度で符号伝送を行えます。また、ふ

くそうが発生した場合においても各品目の保証速度で符号伝送が行えます。 

注７、 一部保証アクセスは、保証速度と最大速度をそれぞれ任意に選択します。なお、最大

速度を上回る保証速度を選択することはできません。 

 

アクセス回線通信料（完全保証アクセス） 

保証速度 料 金 額 （税込額） 

1Mbps 20,000 円 （22,000 円） 

2Mbps 40,000 円 （44,000 円） 

3Mbps 60,000 円 （66,000 円） 

4Mbps 70,000 円 （77,000 円） 
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5Mbps 80,000 円 （88,000 円） 

10Mbps 130,000 円 （143,000 円） 

20Mbps 190,000 円 （209,000 円） 

30Mbps 240,000 円 （264,000 円） 

40Mbps 280,000 円 （308,000 円） 

50Mbps 310,000 円 （341,000 円） 

100Mbps 410,000 円 （451,000 円） 
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（１）－２．株式会社イー・アクセスの接続回線を使用して行うもの 

品 目 保証速度 料 金 額 （税込額） 
備 考 

（最大速度） 

イー・アクセス ADSL 
12Mbps 

128kbps 45,000 円 （49,500 円） 
上り：1Mｂｐｓ 
下り：12Mbps 

イー・アクセス ADSL 
12Mbps 

256kbps 50,000 円 （55,000 円） 
上り：1Mｂｐｓ 
下り：12Mbps 

 

 

 （２）ゾーン間通信料 

品 目 保証速度 料 金 額 （税込額） 
備 考 

（最大速度） 

10Mbps 

1Mbps 80,000 円 （88,000 円） 

最大：10Mｂｐｓ 

2Mbps 95,000 円 （104,500 円） 

3Mbps 104,000 円 （114,400 円） 

4Mbps 112,000 円 （123,200 円） 

5Mbps 120,000 円 （132,000 円） 

10Mbps 160,000 円 （176,000 円） 

20Mbps 

2Mbps 105,000 円 （115,500 円） 

最大：20Mｂｐｓ 

4Mbps 122,000 円 （134,200 円） 

6Mbps 138,000 円 （151,800 円） 

8Mbps 154,000 円 （169,400 円） 

10Mbps 170,000 円 （187,000 円） 

20Mbps 220,000 円 （242,000 円） 

30Mbps 

3Mbps 124,000 円 （136,400 円） 

最大：30Mｂｐｓ 

6Mbps 148,000 円 （162,800 円） 

9Mbps 172,000 円 （189,200 円） 

12Mbps 192,000 円 （211,200 円） 

15Mbps 210,000 円 （231,000 円） 

30Mbps 270,000 円 （297,000 円） 

50Mbps 
5Mbps 170,000 円 （187,000 円） 

最大：50Mｂｐｓ 
10Mbps 210,000 円 （231,000 円） 
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50Mbps 

15Mbps 240,000 円 （264,000 円） 

最大：50Mｂｐｓ 
20Mbps 270,000 円 （297,000 円） 

25Mbps 300,000 円 （330,000 円） 

50Mbps 380,000 円 （418,000 円） 

100Mbps 

10Mbps 270,000 円 （297,000 円） 

最大：100Mｂｐｓ 

20Mbps 340,000 円 （374,000 円） 

30Mbps 390,000 円 （429,000 円） 

40Mbps 430,000 円 （473,000 円） 

50Mbps 460,000 円 （506,000 円） 

100Mbps 590,000 円 （649,000 円） 

注８、 各品目はふくそうが発生していない状態で品目の速度で符号伝送を行えます。また、ふ

くそうが発生した場合においても各品目の保証速度で符号伝送が行えます。 

注９、 ゾーン間通信料は、ゾーンをまたがる通信を行う際に、ゾーン間通信網へのアクセス回

線として各ゾーン毎に必要となります。ただし、ADSL アクセスにおいてはゾーン間通信

料は必要ありません。 

 

（４）屋内配線利用料 

内 容 料 金 額 （税込額） 備 考 

ＤＳＬ回線によるもの 1,000 円 （1,100 円）  

ＤＳＬ回線以外のもの 2,000 円 （2,200 円）  

 

２－２．端末設備使用料 

 端末設備使用料の適用については約款第１９条（端末設備の提供等）、及び第３３条（利用料等の

支払義務）に定めるところによります。 

項 目 料 金 額 （税込額） 

ＤＳＬモデム 500 円 （550 円） 

ＤＳＬモデム（多機能タイプ） 1,100 円 （1,210 円） 

メディアコンバータ 5,000 円 （5,500 円） 

 

２－３．解約手数料 

内 容 料 金 額 （税込額） 

当社が請求する手数料 5,000 円 （5,500 円） 

工事等が必要な場合は実費請求します。 

 

２－４．一時中断中の利用料 

項 目 料 金 額 

端末設備使用料を除く月額利用料 月額利用料金合計の 10％ 

端末設備使用料 端末設備使用料の全額 
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【種別】第三種イーサネットサービス 
１、初期料金 

 手続き・工事に関する費用の適用については、約款第３４条（手続きに関する料金等の支払義務）、

第３５条（工事に関する料金等の支払義務）に定めるところによります。 

 

（１）回線 登録・工事料金 

提供Ｉ／Ｆ 料 金 額 （税込額） 備 考 

10BASE-T 50,000 円 （55,000 円）  

100BASE-TX 50,000 円 （55,000 円）  

1000BASE-T、 
1000BASE-SX、 
1000BASE-LX 

100,000 円 （110,000 円）  

10GBASE-SR,10GBASE-LR 250,000 円 （275,000 円）  

 

（２）回線付加機能 登録・工事料金 

 

（３）契約単位付加機能 登録・工事料金 

 

 

２、月額利用料 

２－１．料金額 

 利用料の適用については約款第３３条（利用料等の支払義務）に定めるところによります。 

 

（１）基本料金(帯域確保)  

提供Ｉ／Ｆ 確保帯域 
料 金 額（税込額） 

局内接続型 アクセス回線型 

10BASE-T 10Mbps 147,000 円 （161,700 円） 288,800 円 （317,680 円） 

 10Mbps 178,500 円 （196,350 円） 320,300 円 （352,330 円） 

 20Mbps 241,500 円 （265,650 円） 420,000 円 （462,000 円） 

100BASE-TX 30Mbps 294,000 円 （323,400 円） 498,800 円 （548,680 円） 

 50Mbps 367,500 円 （404,250 円） 609,000 円 （669,900 円） 

 100Mbps 441,000 円 （485,100 円） 750,800 円 （825,880 円） 

 100Mbps 472,500 円 （519,750 円） 782,300 円 （860,530 円） 

1000BASE-T、 200Mbps 491,600 円 （540,760 円） 813,800 円 （895,180 円） 

1000BASE-SX、 300Mbps 594,200 円 （653,620 円） 1,066,100 円 （1,172,710 円） 

1000BASE-LX 500Mbps 803,000 円 （883,300 円） 1,396,500 円 （1,536,150 円） 

サービス種別 料 金 額 （税込額） 

帯域共有型 200,000 円 （220,000 円） 

帯域設定型 300,000 円 （330,000 円） 

ＶＰＮ（Ｍｏｂｉｌｅ） 500 円 （550 円） 

サービス種別 料 金 額 （税込額） 

モバイルアクセス型（ＳＩＭ提供） 15,000 円 （16,500 円） 
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 1Gbps 1,083,200 円 （1,191,520 円） 1,837,500 円 （2,021,250 円） 

10GBASE-SR、 1Gbps 1,153,500 円 （1,268,850 円） 1,911,500 円 （2,102,650 円） 

10GBASE-LR 2Gbps 1,414,800 円 （1,556,280 円） 2,408,500 円 （2,649,350 円） 

 3Gbps 1,833,100 円 （2,016,410 円） 3,034,700 円 （3,338,170 円） 

 5Gbps 2,309,700 円 （2,540,670 円） 3,823,800 円 （4,206,180 円） 

 10Gbps 2,854,100 円 （3,139,510 円） 4,725,000 円 （5,197,500 円） 

(２)基本料金(ベストエフォート) 

項目 最大帯域 
料 金 額 
（税込額） 

備 考 

VPN 100Mbps 
30,000 円 

（33,000 円） 
注 1、注 2 

SIM - 
50,000 円 

（55,000 円） 
注 3 

ＶＰＮ（Ｍｏｂｉｌｅ） - - 注 2、注 3、注 4 

注１、 「法人向け VPN ルータレンタルサービス契約約款」における「イーサネット収容網接続パ

ック」を同数申し込み、同時に利用する必要があります。 

注２、 「第三種イーサネットサービス」のベストエフォート型以外いずれかの品目と組み合わせ

て契約する場合に限ります。 

注３、 「法人向けモバイル接続サービス契約約款」のいずれかの品目と組み合わせて契約す

る場合に限ります。 

注４、 「法人向けＶＰＮルータレンタルサービス契約約款」における「イーサネット収容網接続パ

ック（Ｍｏｂｉｌｅ）」を同時申し込み、同時に利用する必要があります。 

 

（３）屋内配線利用料 

内 容 料 金 額 （税込額） 備 考 

屋内配線利用料 －円 （－円） 基本料金に含む 

工事等が必要な場合は実費請求する場合があります。 
 
 
 
２－２．端末設備使用料 

 端末設備使用料の適用については約款第１９条（端末設備の提供等）、及び第３３条（利用料等の

支払義務）に定めるところによります。 

項 目 料 金 額 （税込額） 備 考 

端末設備 －円 （－円） 基本料金に含む 
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２－３．付加機能利用料 

  付加機能利用料の適用については、第１８条（付加機能の提供等）、及び第３３条（利用料等の支払

義務）に定めるところによります。 

 

（１）優先制御機能 

区分 料 金 額 （税込額） 

フレームを、フレーム
ごとにあらかじめ指
定した優先順位にし
たがって、契約者回
線、又は加入者回線
の終端の方向に転
送する機能 

第三種契約の確保帯域が 10Mbps のとき 15,000 円 （16,500 円） 

第三種契約の確保帯域が 20Mbps のとき 20,000 円 （22,000 円） 

第三種契約の確保帯域が 30Mbps のとき 30,000 円 （33,000 円） 

第三種契約の確保帯域が 50Mbps のとき 50,000 円 （55,000 円） 

第三種契約の確保帯域が 100Mbps のとき 100,000 円 （110,000 円） 

第三種契約の確保帯域が 200Mbps のとき 155,000 円 （170,500 円） 

第三種契約の確保帯域が 300Mbps のとき 205,000 円 （225,500 円） 

第三種契約の確保帯域が 500Mbps のとき 255,000 円 （280,500 円） 

第三種契約の確保帯域が 1Gbps のとき 355,000 円 （390,500 円） 

第三種契約の確保帯域が 2Gbps のとき 455,000 円 （500,500 円） 

第三種契約の確保帯域が 3Gbps のとき 555,000 円 （610,500 円） 

第三種契約の確保帯域が 5Gbps のとき 655,000 円 （720,500 円） 

第三種契約の確保帯域が 10Gbps のとき 800,000 円 （880,000 円） 

相互接続キャリアによる回線 及び ベストエフォート型では、本機能は利用できません。 

 

 

（２）回線集約機能 

項目 料 金 額 （税込額） 

サービス種別 
帯域共有型 200,000 円 （220,000 円） 

帯域設定型 700,000 円 （770,000 円） 

VLAN 利用 5,000 円 （5,500 円） 

VLAN 利用料は追加 1VLAN あたりの料金となります。 

 

 

２－４．一時中断中の利用料 

項 目 料 金 額 

月額利用料 月額利用料金合計の 10％ 
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３、追加・変更・解約料金 

 手続き・工事に関する費用の適用については、約款第３４条（手続きに関する料金等の支払義務）、

第３５条（工事に関する料金等の支払義務）に定めるところによります。 

 

３－１．追加・変更料金 

内 容 料 金 額 （税込額） 

回線集約機能 登録・試験 100,000 円 （110,000 円） 

 

３－２．解約手数料 

内 容 料 金 額 （税込額） 

当社が請求する手数料 5,000 円 （5,500 円） 

工事等が必要な場合は実費請求します。 
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別表 

 

○特定の都府県 

区域 

静岡県、愛知県、東京都、大阪府のいずれも一部 

 

○特定の区域 

区域 

静岡県沼津市、富士市、富士宮市、静岡市、掛川市、磐田市、浜松市 

いずれも一部 

 

○ゾーン 

区域 

１．静岡県における当社電気通信設備と接続するもの 

２．東京都における当社電気通信設備と接続するもの 

３．愛知県における当社電気通信設備と接続するもの 
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附則（平成１５年１月１日） 

（実施期日） 

平成１５年１月１日から実施します。 

 

附則(平成１５年１０月２３日) 
この改正規定は、平成１５年１１月１日より実施します。 

 

附則（平成１６年８月２３日） 

この改正規定は、平成１６年９月１日より実施します。この改正規定実施前に支払又は支払うべき電気

通信サービスの料金その他の債務については、なお従前の通りとします。 

 

附則（平成１７年４月１日） 

この改正規定は、平成１７年４月１日より実施します。この改正規定実施前に支払又は支払うべき電気

通信サービスの料金その他の債務については、なお従前の通りとします。 

 

附則（平成１７年６月１日） 

この改正規定は、平成１７年６月１日より実施します。この改正規定実施前に支払又は支払うべき電気

通信サービスの料金その他の債務については、なお従前の通りとします。 

 

附則（平成１７年９月１日） 

この改正規定は、平成１７年９月１日より実施します。この改正規定実施前に支払又は支払うべき電気

通信サービスの料金その他の債務については、なお従前の通りとします。 

 
附則（平成１８年７月１日） 

この改正規定は、平成１８年７月１日より実施します。 

 

附則(平成２２年８月１日) 

この改正規定は、平成 22 年８月１日より実施します。この改正規定実施前に支払又は支払うべき電気

通信サービスの料金その他の債務については、なお従前の通りとします。 

 

附則(平成２３年１０月１日) 

この改正規定は、平成２３年１０月１日より実施します。 

 

附則（平成２４年７月１日） 
この改正規定は、平成 24 年 7 月 1 日より実施します。 

 

附則(平成２５年４月１日) 

この改正規定は、平成 25 年 4 月１日より実施します。この改正規定実施前に支払又は支払うべき電気

通信サービスの料金その他の債務については、なお従前の通りとします。 

 
附則(平成２５年５月３１日) 

この改正規定は、平成 25 年 6 月 1 日より実施します。この改正規定実施前に支払又は支払うべき電気

通信サービスの料金その他の債務については、なお従前の通りとします。 

 
附則(平成２５年７月１日) 

この改正規定は、平成 25 年 7 月 1 日より実施します。 

 
附則(平成２５年９月１日) 

この改正規定は、平成 25 年 9 月 1 日より実施します。 

附則（平成２５年１１月１日） 
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この改正規定は、平成 25 年 11 月 1 日より実施します。 

 

附則（平成２５年１２月１日） 

この改正規定は、平成 25 年 12 月 1 日より実施します。 

 

附則（平成２６年４月１日） 

この改正規定は、平成 26 年 4 月 1 日より実施します。この改正規定実施前に支払又は支払うべき電気

通信サービスの料金その他の債務については、なお従前の通りとします。 

 

附則（平成２６年９月４日） 

この改正規定は、平成 26 年 9 月 4 日より実施します。この改正規定実施前に支払又は支払うべき電気

通信サービスの料金その他の債務については、なお従前の通りとします。 

 

附則（令和元年１０月１日） 

この改正規定は、令和元年 10 月 1 日より実施します。この改正規定実施前に支払又は支払うべき電気

通信サービスの料金その他の債務については、なお従前の通りとします。 

 

附則（令和２年１０月１日） 

この改正規定は、令和 2 年 10 月 1 日より実施します。 

 


